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市民参加のまちづくりの変容に関する研究
―日野市の市民活動と環境基本計画策定・推進の実態から―
Research on transformation of citizen participation 
in the city planning
―Based on the actual situation of citizen activities and 
 the basic environmental plan of Hino City
長　野　浩　子
Hiroko Nagano
Abstract
 The purpose of this research is to clarify the transformation of citizen participation in the city 
planning of Hino City, based on the actual situation of the basic environmental plan that was formulated by 
citizen participation and citizen activities that began in the 1970s. The method to achieve that purpose is 
based on the analysis of the evaluation of the citizens and researchers, the journals published by the citizen 
groups, the basic environmental plan, as well as the analysis of the questionnaires and hearings conducted 
on the citizens, and participant observation of the citizen activity.
 There are four citizen activities that are opportunities to enhance the quality of citizen participation 
in Hino City. Currently, "collaboration" is being promoted. However, in plan formulation, there were changes 
between the first planning and the second planning in (1) the formulation method, (2) the positioning of 
the plan, (3) the promotion system, and (4) the scope of the plan. Initially, it was a the plan formulation 
by citizen participation which had great expectation from the citizens, but with the replacement of 
the participants and such, the interest in citizen planning and citizen participation diminished as the 
participants were not able to perceive any effectiveness.
 While the interest in "citizen participation" is diminishing, and further decline is of concern, the 
administration is enthusiastically promoting "collaboration", targeting citizens. It is necessary to have a place 
of discussion on "citizen participation" again, recognizing the issues in "participation" and "collaboration".
The basic environmental plan had a problem of execution.
 Therefore, this paper considered the two factors of that problem --(1) the discrepancy between 
the citizen perception and the administrative perception of the plan; (2) the relationship between the 
basic environmental plan and the individual environmental plan. Based on these consideration, this paper 
proposed the state of the new basic environmental plan.
Keywords: citizen participation, collaboration, citizen activity, city planning environmental basic plan
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要　旨
　日野市における市民参加によるまちづくりの変容を明らかにするため、1970 年代からの市民活動及び市民
参加により策定された環境基本計画の実態を、日野市の環境基本計画に関する先行研究、市民作成の報告書、
環境基本計画、市民へのアンケートやヒアリング、及び市民活動への参与観察などを用いて分析した。
　日野市の市民活動は市民参加の質を高める契機となる 4 つの活動、①市民活動のはじまり（問題意識の共有）、
②科学的視点の取り入れ（専門家の協力）、③総合的視点の取り入れ（他の活動分野の市民との連携）、④「協働」
のはじまり（行政との連携）があり、現在は ｢協働｣ が推進されている。しかし計画策定においては、1 次計
画から 2 次計画において①策定方法、②計画の位置付け、③推進体制、④計画対象範囲に変化があった。当初、
市民の期待の高かった市民参加による計画策定だったが、実効性を実感できず、市民の計画や市民参加への
関心は薄れ、参加者の入れ替わりもあり、計画が変化していったと考えられる。計画への関心の低下が各計
画推進グループと活動団体との関係性の違いにも現れていた。
　「市民参加」への関心が薄れ、その後退が懸念される中、行政は ｢公民協働｣ を熱心に推進している。「参加」
や「協働」における課題を認識し、改めて「市民参加」についての議論の場が必要ではないかと考えられる。
　環境基本計画の変化は実効性に関わりがあった。そこで計画の推進に関わる 2 つの要因、①計画に対する
市民と行政の認識の齟齬、②環境基本計画と個別計画との関係について考察し、新たな環境基本計画のあり
方を提言した。
キーワード： 市民参加、協働、市民活動、まちづくり、環境基本計画
1.	 研究の背景や目的
　1990 年代から各自治体において市民参加によ
る計画策定が盛んとなり、調査対象の東京都日野
市も 1997 年の環境基本計画策定を端緒に基本構
想、緑の基本計画などの策定に多くの市民が参加
した。日野は環境基本計画策定に 100 人を超える
市民が参加し、計画案も市民自らつくるという徹
底ぶりで、研究者や自治体などから注目された 1）。
計画策定への市民参加は今や当たり前となった
が、現在は公募しても参加者はそれほど集まらな
い。日野市には未だ参加手続きを規定した条例が
ないため 2）、参加手法は担当者の裁量に任されて
いる。公共工事や民間開発などの紛争もなくなる
ことはないが、1990 年代から盛んとなった市民
参加の議論は少なくなった。また近年、市民参加
のまちづくりを長年担ってきた市民活動団体の活
動休止や解散が続いている。一方「協働」による
活動は活発に見え、NPO 法人数も微増している。
そのためか 2014 年の第 5 次基本構想策定に際し、
第 4 次基本構想に掲げられていた「自治基本条例
制定」が「公民協働条例制定」へと変わった 3）。
　1970 年初めに松下（1971）は「市民参加は生
まれたばかり」と述べた。“ 自立し成熟したまち ”
を目指し、市民による「市民版日野・まちづくり
マスタープラン」4）づくりから約 25 年、そして
環境基本計画策定から 15 年以上が経過した現在、
市民参加に見られる変化は何を意味するのか。市
民参加の実績を積み、参加の技術が進み、市民参
加は進展しているのだろうか。そこで日野市の環
境系市民活動団体の活動の変遷や環境基本計画策
定とその後の実態から、市民参加の変容を明らか
にし、市民参加の成果や課題について考察する。
1 つの自治体の研究ではあるが、今後の市民参加
のまちづくりの推進に寄与すると考える。
　
2.	 先行研究と研究方法
　「市民参加のまちづくり」に関する研究は、特
に工学系では技術や方法論に関する研究が多く、
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その後の実態や検証に関する研究は少ない。「環
境基本計画」についても策定プロセスの研究が多
く、その後の実態に関するものは少ない。中口
（2014）は持続可能性の新たな視点をもとに 5 つ
の自治体の環境基本計画を分析し、計画策定段階
において参加は見られるが、運用段階で効果を上
げているところは限定的だとしている。各地で市
民参加による環境基本計画が策定されると、その
推進のために市民による環境パートナーシップ組
織（以下、「環境 PS」）が発足したが、それらも
停滞傾向があり、平岡（2014）の 3 つの環境 PS
組織の分析では、実践活動は活発であるものの環
境 PS 組織としての独自の活動は停滞気味だとし
ている。秋山ら（2014）は、積極的な市民参加
で環境基本計画を策定し進行管理してきた彦根市
の事例を取り上げ、1 期計画の様々な課題をあげ
るとともに 2 期計画は審議会のみで策定されたこ
となどから、市民参加がやや後退した印象を受け
るとした。以上のように少ない事例であるが、参
加の停滞や課題が報告されている。1990 年代か
らの市民参加の盛り上がりや期待が冷めたように
も見えるが、その実態はまだまだ明らかではない。
　そこで以下の方法で研究を進める。日野市の環
境保全を目的とする主な市民活動団体の活動を既
存資料やヒアリングをもとに、市民参加の視点か
ら活動を分析する（3 節）。次に 1990 年代から
盛んとなった市民参加による計画策定に着目し、
第 1 次環境基本計画から第 2 次環境基本計画の
策定プロセスや計画内容及び推進体制について整
理し、参加市民による報告書や研究者などによる
評価 5）、計画参加者や担当者へのヒアリング及び
2006 年からの環境市民会議などの参与観察から
計画の変化を明らかにする（4 節）。そして計画
策定を牽引してきた市民団体「まちづくりフォー
ラム・ひの」の機関誌『湧水』及び計画策定に参
加した市民へのアンケートやヒアリングから、市
民の計画や参加に対する意識の変化についてみて
いく（5 節）。『湧水』の記事内容及び計画参加者
へのアンケート回答やヒアリングはテキスト化
し、質的データ分析法のセグメント化 6）を参考に
分析を行う。ただし計画参加者へのアンケートや
ヒアリングはサンプル数が少ないため意見は参考
とする（表 1）。
　『湧水』を対象とする理由は、①日野市でまち
づくりに関わった市民の声を長年にわたり記録し
たものは『湧水』以外にはない、②「まちづくり
フォーラム・ひの」はまちづくりに関する知識や
情報を多く持つ市民メンバーにより構成されてい
た、そして③活動の記録「市民版日野・まちづく
りマスタープラン」7）も作成していることなどが
ある。これらが「まちづくりフォーラム・ひの」
及び『湧水』の信頼につながると考えた。
　最後に市民参加の変容及び環境基本計画推進の
課題について考察する（6節）。ここでの「市民参加」
は行政施策や事業に市民意見を反映させるための
市民の活動行為とする。
3.	 日野市の市民参加のまちづくり
3.1 市民活動の変遷と市民参加
　日野市の市民活動団体の環境保全活動を長期的
視点からみると、市民参加のまちづくりを考える
上で重要な活動がいくつかある。1 つ目が 1970
年代に移住した “ 新中間層住民を主な担い手とす
る市民活動のはじまり” 8）である。東京郊外に位
置する農村地域であった日野は、1960 年代から
国の政策もあり新住民が大量に移住した。日野町
から日野市に移行した 1963 年の人口は 51000 人
ほどであったが、1971 年には 10 万人を超える。
台地・丘陵地の農地・緑地が団地へと変り、市内
を流れる浅川や多摩川の汚染も深刻化し、河川か
ら取水する用水路は雑排水の流入もあり、どぶ川
化していた。また降雨時の浸水被害も多発してい
た。そのような状況のなか、問題意識を共有した
市民により、1972 年に自然保護活動を目的とし
た「日野の自然を守る会」（以下、「自然を守る会」）
が発足し、1975 年にはライフスタイル見直しを
目的とした「日野市消費者団体連絡会（1982 年、
「日野市消費者運動連絡会」へ移行）」（以下、「日
野消連」）が発足した。「自然を守る会」は運動に
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表 2　市民活動団体ヒアリング
表 4　計画参加者アンケート・ヒアリング
表 3　行政ヒアリング
会　名 対応者 立場 年月日
日野消費者運動連絡会 AN氏他 会員 2006/8/26
水と緑の日野・市民ネットワーク TS氏 事務局 2006/9/17
まちづくりフォーラム・ひの HN氏 事務局 2007/1/22
日野市環境市民会議 NK氏 事務局 2007/2/2
環境基本計画推進会議市民Ｇ YN氏 事務局 2016/5/11
まちの生ごみを考える会 IO氏KI氏 代表他 2016/1/14
ひの市民活動団体連絡会 TM氏 事務局 2016/9/15
参加者 アンケート ヒアリング 参加状況 その他の参加計画 活動グループ（２０１４年現在）
A 〇 2016/1/14 全回参加 4次基本構想 まちの生ごみを考える会
B 〇 2016/5/11 全回参加 5次基本構想中間検証 みどりグループ
2007/1/22 市民マス まちづくりフォーラムひの
2014/11/10 緑の基本計画 まちの生ごみを考える会
Ｄ 2007/2/2 １次見直しまで参加 4次基本構想、都市マス 環境市民会議代表（2007年当時）
Ｅ 〇 2016/1/14 １次見直しから参加 都市マス、5次基本構想中間検証 まちの生ごみを考える会
Ｆ 〇 - ２次から参加 2次緑の基本計画 みどりグループ
Ｇ 〇 - ２次から参加 5次基本構想及び中間検証 水の会
Ｈ 〇 - ２次から参加 5次基本構想及び中間検証 水の会
Ｉ 〇 - １次見直しのみ 4次基本構想及び5次中間検証 都市農業研究会
Ｊ 〇 - １次のみ - 南平緑と水のネットワーク
Ｃ ２次まで参加
行政部署 対応者 立場 年月日
環境共生部環境保全課(元) SK氏a 担当 2014/6/6
環境共生部環境保全課(元) SK氏b 担当 2015/11/19
環境共生部環境保全課 N氏E氏 担当 2016/8/29
表 1　研究方法
３節
目的 市民活動団体の活動を市民参加の視点から分析
調査
方法
① 日野市環境白書（2002 年度、2008 ～ 2015 年度）レビュー
 白書に掲載されている水や緑保全活動を行う 16 団体の活動の目的、活動内容、活動エリア、会員数、
活動歴、行政との関係などを整理。
② 環境保全活動団体の機関誌・発行物の調査・分析
 ・ 日野の自然を守る会発行『日野の自然』第 1 号～第 524 号
 ・ まちづくりフォーラム・ひの発行『湧水』第 1 号～第 100 号
 ・ 日野市消費者運動連絡会（1998）『水汚染から考える－浅川・豊田用水の水質調査 10 年』、
 ・ 日野まちづくりマスタープランを創る会（1995）『市民版まちづくりマスタープラン－市民がつくっ
たまちづくり基本計画』
 ・ 浅川勉強会（1999）『井戸ノート－地下水の眼をのぞく』
③ 主な環境保全活動団体へのヒアリング（表 2）
４節
目的 市民参加により策定された環境基本計画の変化を分析
調査
方法
① 1 次及び 2 次環境基本計画の策定プロセス、推進体制を既存資料、文献を用いて整理・分析（4.1）
② 1 次計画の評価に関する先行研究の整理・分析（4.2）
③ 1 次と 2 次の計画内容について整理・分析（4.3）
④ 2 次の推進体制についてヒアリング（表 3・4）と参与観察による調査・分析（4.4）
５節
目的 計画及び参加への市民の意識の変化を分析
調査
方法
① まちづくりフォーラム・ひの発行『湧水』にみる市民の意識を調査・分析（5.2）
a. 1 号から 100 号までの全ての記事内容を確認し、お知らせや案内を除く 795 の記事を 31 のテーマで
分類し、号・発行日・タイトル・執筆者などを整理し、データベース化した。
b. 市民参加・協働、計画策定等に関する 10 テーマの記事数の変化をグラフ化。
c. 記事のデータベースより、環境基本計画に関する 35 の記事を抽出し、再度詳細に読み込み、環境基
本計画の評価に関する意見を抽出、分析した。
② 計画策定に参加した市民へのアンケートやインタビュー（表 4）による分析（5.3）
a. 2 回以上環境基本計画策定に参加した市民をリストアップ。連絡先のわかる協力者 9 名にメールに
てアンケート送付。アンケート内容は他の計画策定や活動状況、環境基本計画策定に参加した目的
など 5 項目。
b. 9 名のうち 5 名ヒアリング。ただし 2 名は、1 次見直し後の 2007 年に実施したものを参考。
c. アンケート自由記述及びヒアリングのテキストデータを分析。
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より崖線緑地を保全緑地とし、「日野消連」は河
川や用水の水質浄化を目指し “ せっけん使用推進
運動 ” などを行った。日野の自然保護活動の礎を
築いた「自然を守る会」は多い時には会員が 400
人を超え、現在も約 190 人の会員がおり毎月の
観察会などを継続している。
　2 つ目は、1985 年ごろから「日野消連」や「浅
川勉強会」が、専門家や研究者の協力を得ながら
汚染の原因や実態を調べるために河川や用水の水
質調査を行ったり、景観調査、市民の意識調査な
どをはじめたことである。市民が活動に “ 科学的
視点を取り入れ ”、改善につなげようとした 9）。
　3 つ目が、1992年の市民による「市民版日野・
まちづくりマスタープラン」（以下、「市民版 MP」）
づくりであり、これは “ 総合的な視点を取り入れ
た ” 市民によるまちづくり提案活動であった。農
業研究者や建築、福祉の専門家、生活クラブが
中心となり、それまで活動経験のない市民も含
め 80 人以上が参加し、環境・福祉・農業・教育
などを対象に総合的な視点からまちづくり計画を
まとめた。要求や反対、批判ばかりではなく、市
民の意見を市政に反映させたい、自分たちのまち
は自分たちでデザインしたいという想いが「市民
版 MP」に込められた。この実績は市民にとって
も大きな自信となり、さらには行政側にも市民の
提案力を認識させる機会となったと考えられる。
日野市における市民参加やパートナーシップの可
能性を示唆し、その後の市民による環境基本条例
直接請求や環境基本計画策定にもつながる出来事
だった。「市民版 MP」づくりをきっかけに、市
民のためのまちづくりシンクタンクを目指し「ま
ちづくりフォーラム・ひの」が発足し、その後の
市民参加による計画策定を牽引していく。地方分
権化や都市計画法改正もあり、全国的に市民主体
や参加による条例制定や計画策定が盛り上がり始
めた時期でもあった。
　4 つ目は行政との “ 協働 ” による活動のはじま
りである。1998 年に特定非営利活動推進法（NPO
法）10）が施行されると市民活動促進のため、情報
提供やエンパワーする中間支援組織が発足する。
2003 年に発足した「ひの市民活動団体連絡会」
は施設運営の委託を行政から受け、市民活動団体
図 1　日野市の主な環境系市民活動団体の系譜
1970 1980 1990 2000 2010 2015
昭和35年 昭和45年 昭和55年 平成2年 平成12年 平成22年
1960
出来事
年
主
な
市
民
活
動
団
体
活動
進展
まちづくりフォーラム・ひの1996年～2014年
緑地管理ボランティアの会 2000年～
ひの・まちの生ごみを考える会 2002年～
日野の自然を守る会 1972年～
日野市消費者運動連絡会 1975年～
浅川勉強会 1983年
リサイクルショップ回転市場 1992年
浅川潤徳水辺の楽校
多摩平の緑守る会1965年～
発足・参加
環境基本計画推進会議市民G 2005年～（環境保全課連携）
ひの市民活動団体連絡会 2003年～（地域協働課連携）
どんぐりクラブ 2005年～
南丘・雑木林を愛する会 2007年～
まちの生ごみ活かし隊（せせらぎ農園）2006年～
東豊田緑友会 1997年～
倉沢里山を愛する会 2000年～
① 新中間層住民による市民活動のはじまり
（問題意識の共有）
② 科学的視点
の取り入れ
（専門家の協力）
③ 総合的視点の取り入れ
（他団体との連携・協力）
④ “協働”のはじまり
（行政との連携）
中間支援・ネットワーク組織
■日野市制スタート1963年
■環境保全に関する条例1972年
■清流条例1976年
■環境基本条例1995年
■清流条例改正2006年
市民版まちづくりマスタープランづくり1992年～
▼水質検査開始
▼水路の景観・生物環境等調査
発足・参加
発足・参加
環境市民会議2005年
▼まちづくりマスタープラン作成
発足
緑と水の日野・市民ネットワーク 2005年～（緑と清流課連携）
支援
▼日野緑地保全運動（黒川清流公園）
▼石けん使用推進運動
＊会誌・ヒアリングをもとに筆者作成
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のサポートや学習会の開催、協働事業の推進、広
報などを行っている。環境基本計画の推進拠点と
して 2005 年に開設された「環境情報センター」は、
環境情報の収集や発信、環境フェアの開催、啓発
のためのセミナーなどを行い、環境白書の編集も
行っている。環境学習リーダー講座をきっかけに
市民による小中学校の環境学習支援組織「どんぐ
りクラブ」も発足した。施設は環境系市民活動団
体の活動拠点にもなっている。2005 年に発足し
た環境保全団体のネットワーク組織「水と緑の日
野・市民ネットワーク」11）は、行政との共催で雑
木林ボランティア講座や市民環境大学を開催し、
人材を育成している。これら中間支援組織やネッ
トワーク型組織は、市民活動の裾野を広げ、活動
団体間の連携・協力により活動の強化や活動の “ 孵
卵器 ” 的役割も果たしている。行政との連携があ
り、「協働」12）という言葉が盛んに使われ始める
のもこのころである。これらの 4 つの活動の始ま
りは、活動の質を高めるとともに、市民参加のま
ちづくりのステップアップとなる活動だと考えら
れる。市民参加や自治について学ぶシステムのな
いなか、市民が自ら学び、権利としての参加を少
しずつ切り開いてきた。個々の活動ではあるが、
人的つながりによる情報交流や情報発信もあり、
日野の市民活動全体を底上げしてきた。この市民
の参加への要求と、行政による市民の創造性やマ
ンパワー活用を目的に、「協働」が推進されてい
る13）。その結果 2000 年代以降に発足した活動団
体の多くは行政との関係から生まれ、それ以前の
団体も多くは行政が関係するネットワーク組織に
組み込まれている。ただし、長年活動を続ける団
体は、「行政とは付かず離れず」「協力すれど依存
せず」あるいは活動の推進のために「行政を利用
して」自立的に活動している。行政からも頼りに
され、行政の施策や事業に影響を与えている団体
もある（図 1）。
3.2 行政計画づくりへの参加
　「市民版 MP」づくりから市民の参加への意欲
や関心は、環境基本計画、次に基本構想策定な
どへと向けられる。基本構想ひの・いいプラン
2010 策定には 145 名の市民が参加した。最初の
計画策定から凡そ 10 年がたち、それぞれ 2 次計
画策定を迎えたが、参加者は減少し策定方法にも
変化がみられる（表 5）。
　2015 年に市民による第 2 次環境基本計画の中
間検証が行われた。定期的見直しによる計画内容
の変化もあるが、計画の推進体制に対する課題と
表５　計画策定体制の変化
計画内容 策定期間
参加人数（人）
会議回数
市民 行政 その他
環境基本
計画 一次
97 年 10 月～
99 年 9 月
公募：109 18
全体会 3 回．ナビ会 16 回．
5 分科会延べ 118 回．作業部会 5 回．
二次
09 年 11 月～
11 年 1 月
公募：43 26 事業者：10
ＷＴ会議 13 回．
コーディネイター会議 7 回．
みどりの基本計画
一次
98 年 1 月 ～
99 年 3 月
公募：37
事務局：
担当課職員
アドバイザ ：ー5
（地権者、専門家）
17 回（みどりの現状把握から計画内容の検討を行な
う。策定委員会（市民・事業者他 10 人．4 回．）開催）
二次
11 年 7 月 ～
11 年 12 月
公募：16 14
6 回（策定委員会 12 年 1 月～ 3 月．市民 5 名．
計画は保留）
基本構想ひの・いいプラン 2010
99 年 6 月 ～
01 年 2 月
公募：145 32
18 回（6 分科会に分かれ、担当各課からの施策説明、
各部長からの主要説明、対話を経て提案をまとめる）
2020
10 年 1 月 ～
11 年 3 月
公募：61 25
18 回（グループインタビュー 9 回、シンポジウム、
フォーラム開催）
＊各計画書を元に筆者作成
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ともに、環境基本計画そのものを市民だけでなく
行政内部でも認知、共有されていないなどの指摘
があった。そこで環境基本計画に注目し、次節で
1 次計画と 2 次計画の変化についてみていきたい。
4.　市民参加による環境基本計画の変化
4.1 策定プロセスと推進体制
　日野市の環境基本計画は、全国的にもまれな市
民の直接請求により制定した環境基本条例を根拠
としている 14）。条例制定の背景は、1990 年代初
めの社会的状況や日野市における特異な政治的状
況が起因しているとされる15）。策定に際し、行政
の検討委員会には 3 名の公募市民も参加したが、
直接請求に関わった市民は「環境基本計画を考え
る市民の会」を 1997 年 1 月に発足させ、さらな
る市民参加を行政に働きかけた。行政内からも市
民参加を拡大すべきという意見や「市民参画」を
公約に掲げた市長に代わったこともあり、参加
の質・量とも拡充された。そして改めて公募し、
109 名の市民による環境基本計画策定が 1997 年
10月に始まった。策定は5分科会（くらし・大気・水・
緑・リサイクル）に分かれ、他課の職員も含め市民・
職員合同ワーキングチーム体制により進められた。
計画づくりをきっかけに行政内部の横のつながり
をつくり、計画を推進することも期待された。
　分科会は自主運営で、まち歩きや他の自治体の
見学、学習会などが行われ、分科会だけでも述べ
118 回開催された。基本運営や調整は分科会ごと
に選ばれた「ナビゲーター」により行われた。ハー
ドなスケジュールから途中辞退の市民も多かっ
た。各分科会の提案は「作業部会」により 10 カ
月で計画案にまとめられ、案は検討委員会、環境
審議会の審議を経たのち微調整し、1999 年 9 月
に議会議決された。検討委員会では従来の形式的
計画と異なるなどの意見も出たが、委員会会長や
行政の「市民案の尊重」が重視された。
　議会議決に先立ち、市民有志による「環境基本
計画市民連絡会」が 1999 年 6 月に発足し、行政
との情報交換や環境施策に関する協議、行政の啓
発活動への協力、学習会の開催などが行われた。
しかしこの間、計画の推進体制や進行管理は進ま
ず、5 年後の中間見直しが始まる。再び、市民・
職員合同ワーキングチームで進められたが、この
時は NPO が分科会の進行やまとめを行った。参
加市民は 1 次計画策定時の約半分であった。見直
しでは重点項目や数値目標を定め、推進体制案を
つくった。「市民連絡会」は解散し、市民・事業者・
図 2　環境基本計画策定・改定年表
＊筆者作成
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行政が協働で計画推進・進行管理していく場であ
る「環境市民会議」が発足し、活動拠点となる環
境情報センターも開設された16）。
　2010 年に 10 年目の改定となる第 2 次計画策
定が始まった。応募市民はさらに減り、活動団体
などへの動員に至った。これまで同様市民・行政
合同ワーキングチームによる WS 形式の話し合
いであったが、民間コンサルタントが進行やまと
めを行い、計画案も作成した。そして限られた回
数の会議の中で市民が意見をいい、コンサルがま
とめたものを確認するという通常の計画策定スタ
イルへと変わった。推進体制も 2 次計画は市民グ
ループ（水、緑、ごみ、CO2）と環境保全課及び
環境情報センターがそれぞれ取り組みを牽引する
とともに、推進会議を設け進行管理していくこと
となった（図 2）。
4.2 計画の評価
　第 1 次計画は策定プロセスや計画内容に多くの
注目を得た。以下研究者などの評価や課題を整理
する。高橋（1999，2000a）は市民の政策形成
能力を高く評価し、個々の施策の背後に思想的深
みもあるとした一方、課題として推進体制や計画
の進行管理をあげた。熊澤ら（2005）は計画を
議会議決としたことで、計画に規範性や正当性を
付与し、その正当性を背景に担当者が他の部課へ
積極的に働きかけ、その対価としての計画の実効
性が年次報告書の作成を通して確保されていると
した。さらに総合計画と並列に位置づけられたこ
とも円滑な計画の推進に影響を与えたとした。早
川（2000）は、計画の実効性を高めるため、庁
内 WT を設置し、市民案の各課調整を行った。職
員は庁内公募で本来業務を離れ参加したので、や
る気と責任が増し、市民との垣根も無くなったと
評した。課題としては市民参加手続きの制度化だ
とした。高橋も早川も市民負担を考え、より広範
な市民の参加を得るとともに、効率的運営のでき
る参加システムづくりを挙げた。
　5 年後に見直しが行われたが、1 次計画を高く
評価していた高橋は「環境基本計画づくりの取り
組みは今でも色あせてはいないが、相次ぐ計画づ
くりに市民が追われ、環境基本計画自体の進行管
理や推進体制に十分手が回らず、「参加疲れ」が
見られる。さらに若い世代への参加の継承、市民
参加の制度化などが課題である。」とした 17）。
　市民が計画策定に追われた背景には、環境基本
計画の実効性を高めるための市民なりの判断が
あった 18）。確かに多くの市民が計画策定に参加し
たが、継続していたのは計画策定を牽引していた
リーダー的市民で、それらの市民が新たな計画策
定に参加した影響が大きかったと考えられる 19）。
4.3 環境基本計画の変化
　次に計画の主な変化をみていきたい。まず計画
の位置付けが第 1 次計画は基本計画（基本構想ひ
のいいプラン 2010 の下位計画）と同列だったが、
第 2 次計画は基本計画の下位となった。1 次の特
徴として初めての市民参加による計画策定だった
こともあり、環境を幅広く捉え、特に「くらし」
は分野を横断し、道路環境、商店街、歴史・文化、
緑環境、住環境なども対象としていたが 20）、2 次
では「くらし」から「生活環境」に変わり、新た
に “ まちの美化 ”、“ 生き物との共生 ”、“ ごみ処
理施設更新”、“ごみ処理広域化支援”などが加わっ
た。市民から「くらし」がなくなることに疑義が
出されたが、盛り込まれなかった。
　施策の変化をみると所管課の管理内への傾向が
ある。外された “ 歴史や文化 ”、“ 景観 ” などの施
策は他の所管となる。この変化に審議会や議会で
も特に議論がみられなかったことから、1 次計画
に込めた市民の思いが薄れ、実効性担保のための
重みづけも形骸化していた可能性がある。さらに
各課職員参加の WT 体制も計画推進に活かされた
か疑問である。
4.4 計画推進グループと市民活動団体との関係
　第 1 次計画見直し後に発足した「環境市民会議」
は、分科会毎の活動が中心となり、推進体制を模
索していたが、メンバーの高齢化などもあり参加
者が減少したため解散し、第 2 次計画では推進組
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織を設けず、関係者が集まる会議により進行管理
していくこととした。
　計画策定に参加した市民は、計画推進会議市民
グループとして、水グループは水路清流係、みど
りグループは緑政係、CO2 グループは環境保全
課、ごみグループはごみゼロ推進課などそれぞれ
所管課と協議しながら重点項目を推進していくこ
ととなった。ごみグループは所管課と個別計画で
ある「ごみゼロプラン」を策定し、そこから「ま
ちづくりフォーラム・ひの」の支援により推進母
体の「まちの生ごみを考える会」、実行部隊とし
ての「まちの生ごみ活かし隊」（以下、「活かし隊」）
が発足した 21）。「活かし隊」の活動は学校や福祉
団体、地域とネットワークの広がりとともに、そ
れぞれの所管課との繋がりもみられる 22）。みどり
グループは観察会で他の活動団体の協力を得るな
ど連携が生まれ始めているが、水グループや CO2
グループは他団体との連携、協力関係はみられな
い（図 3）。
　グループ毎に同じ活動分野の他の既存団体との
関係にも違いがみられる。それは環境基本計画に対
する既存団体の距離感を反映していると考えられ
る。環境基本計画ができる前から自立し活動してい
る団体は長年の活動でそれぞれ行政との繋がりが
あったり、また行政 OB が関係している団体もあり、
行政の実情や計画の限界をある程度理解している。
それらの団体は推進会議に参加する必要性を現状
では感じておらず、むしろ参加することが会の活
動への負担になると考えている。一方ごみグルー
プが他のグループに比べ組織的活動ができたのは、
個別計画の「ごみゼロプラン」を所管課とともに作
成していく中で、その後の協働の取り組みの基盤が
できたことや水やみどり、CO2 グループは計画策
定も活動もほぼ同じメンバーだが、ごみグループは
計画策定への参加者と主に活動を担うメンバーと
に緩やかな役割分担がみられた。またごみ問題が比
較的新しい課題であったために既存の市民組織が
なく、活動組織もはじめからつくることができた。
このように推進グループ内でも同じ活動分野の団
体との関係に違いがみられた 23）。
　小人数の計画推進グループがそれぞれ個別に活
動することにより、環境情報センターの果たす役
割は大きくなっている。環境情報の収集や環境学
習の開催、環境フェアなどのイベント企画及び実
図 3　環境基本計画推進関係図
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施、環境白書の作成や広報、さらに情報センター
の活動から新たな活動が生まれると、それらの事
務局を担うこともある。環境白書は活動団体の活
動や計画の進捗などを毎年把握するツールとなっ
ている。
5．市民意見の変化と計画への影響
5.1 『湧水』に見る変化
（1）『湧水』の記事内容
　「まちづくりフォーラム・ひの」は、1995 年
発行の市民によるまちづくり基本計画「市民版日
野・まちづくりマスタープラン」を推進するため
に発足した市民グループで、その後の日野市の市
民参加の計画策定を牽引し、市民活動を支援して
いく 24）。勉強会や交流活動は「緑地管理ボランティ
アの会」や「まちの生ごみを考える会」発足につ
ながる。
　その市民グループによる隔月発行の会誌『湧水』
は 1996 年 12 月に第 1 号、2014 年 3 月に第 100
号を発行し、その後休刊となった。執筆は「まち
づくりフォーラム・ひの」メンバーやまちづくり
を担う市民であり、『湧水』は市民参加のまちづ
くりの１つの記録でもある（表 6）。『湧水』は環
境基本計画策定の始まりに伴い発行され、その後
の計画策定などに関する情報提供・交流・学習の
場として市民の活動を支えた。掲載記事は①緑地
保全、②計画関係、③ごみ、④参加や協働の順に
多い。計画策定は見直しや改定が 5 年～ 10 年ご
とに行われるため、その度ごとに記事数は増える
が、2005 年前後をピークに記事は全体的に減少
していく。（図 4）。　
（2）環境基本計画への期待と変化
　環境基本計画に関する記事が 35 編あり、計画の
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中で最も多い。その記事内容から計画の評価に関
する意見を抽出し、意識の変化を分析した（表 7）。
　環境基本条例制定後、環境基本計画策定に向け、
市民による「環境基本計画を考える市民の会」が
発足し、積極的な参加への意思と期待が伺える（4
号）。市民 WT により計画の骨子がまとまると、
初めての市民参画による計画策定という試行錯誤
の挑戦が充実し満足いくものであったことや計
画の実現に向けた覚悟が伺える（15 号）。5 年を
表 7　環境基本計画の評価に関する意見
号
（発行日） 内　容
4
（1997/6/1）
市民参加を現実のものとするためにも、「考える会」を通してわたしたちの意見を市の計画に反映させて
いきたいものです（H・H）
15
（1999/4/1）
作業がおわってほっとした思いと、同時に作りあげた素案の実現に向け取り組む緊張感が身体じゅうに
染み渡りました。それは「人と環境との共生をはかる」活動の出発点に立ったとの認識からでした。（T・U）
48
（2004/11/4）
計画の根本精神を受け継ぎながら 5 年という歳月が経ったいま、また新しいメンバーとの意識のかい離
をどのように埋めていくかもワーク作業の重要な視点である。（H・N）
50
（2005/3/7）
市民と行政の協働運営の情報センターを掲げているが、実態は行政の運営する情報センターに市民も加
えてもらっている状況。（Y・H）
51
（2005/5/6）
新たに参加した人たちにとって、現・環境基本計画は力のないものに映り、歯止めをかけたいとの思い
は強かった。それというのもモノレール開通に伴い、沿線には大型マンションの建設、大企業跡地にさ
らに大規模マンションが開発されつつある。現状など「緑豊かな、清流の流れるまち」とは言い難い現
実があった。（H・N）
55
（2006/1/15）
環境市民会議がどのような役割を担い活動していくか未知数。市民主導で日野市の環境行政を推進し、
評価していく道筋をどうつけていくかが問われている。（H・N）
76
（2009/7/10）
現在の環境基本計画は実現したら素晴らしい。しかしそのほとんどが実現からほど遠い。このさいなぜ
実現できなかったかを総括してそれをベ スーに新しい環境基本計画の策定段階に入ることが望ましい。
2020 プランでできることはそちらに任せて環境に特化した「新環境基本計画」策定がされることを願う。
（＊M・K）
78
（2009/12/10）
第１次の推進体制が、計画通り運用管理されてきたかという点については環境市民会議に関わった一人
として忸怩たるものがあるのは否めません。（H・N）
82
（2010/8/10）
2 次計画策定のＷＧは大まかな作業を終え、1 月に最終確認をした。しかしなぜか 1 次の作業終了時の
ようなわくわく感がない。（H・N）
85
（2011/2/10）
１次の推進体制は市、環境情報センター、市民の役割・責任に曖昧さがあったり、機能しなかった。目
標を達成するために具体的にした実施計画的なものがなかったこともあり、市民と行政の協働が不足し、
ＰＤＣAを回せなかった。その反省から今回、環境基本計画全体の推進・管理の責任は行政にあると
明確にできた（＊Y・H）
88
（2011/8/15）
第 2 次計画案を観たが、行政計画としては読みやすいが市民の言葉が感じられない。当時をしるものと
して淋しさを感じた。（H・N）
89
（2011/10/15）
第 1 次計画の反省から、理想的だが実現困難な目標設定は避け、実現可能性ある目標を意識したこと
は良かった。市民参画・協働からみた場合、部分的には不満の点があっても、全体的には市民の意見
が反映された。（＊Y・H）
＊は 2 次計画からの参加者
経て見直しが始まると、行政担当課に経験者がい
ないこと、新たに参加した市民との間の意識の差
のあること（48 号）、さらに期待を集めて発足し
た環境情報センターの運営について市民の不満が
みられる（50 号）。徐々に第１次計画の実効性が
課題となり（51 号）、計画推進のために新たに発
足した市民会議への期待と同時に不安もみられる
（55 号）。環境基本計画が策定されてから 10 年が
経つと計画の成果がつきつけられる。2 次計画改
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定に際し、途中から市民会議に参加したメンバー
からは厳しい指摘や新たな提案が示される（76
号）。1 次から関わった市民にも推進体制への反
省が見られる（78 号）。2 次計画がまとまると 2
次からの参加者は満足感と期待があるが、1 次か
らの参加者には不満がみられる（82、85、88、
89 号）。
　約 14 年間の環境基本計画に関する市民の意見
の変化をみていくと、参加する市民・行政職員の
入れ替わりによる当初の計画の趣旨の継承の問題
や計画の推進の課題もあり、新たな参加市民の意
見が計画に取り入れられていったと考えられる。
（3）「市民参加」に関する市民の意識の変化
　「市民参加・協働」「NPO 市民活動」「中間支援
組織」については 114 編あり、その意見の変化
をみていく。「「市民参画」とは市民が提言し、意
見を交換し合い、つくりあげたものについて協力
し、実行するための責務をもつというような市民
参加よりももっと市民側の責任が重いもの」（15
号）と市民の責任に言及し、「これから各プロジェ
クトを立ち上げるときも、その企画段階から市民
が関わることのできる素地はできつつあります。」
（27 号）、「「市民参加」が当然となった。行政と
市民の間の垣根が取り払われ、職員と市民が共同
に施策ができるプロセスに参加するのが当たり前
になりつつある。」（28 号）と計画策定黎明期の
2000 年半ばまでは参加への覚悟、期待、達成感
がみられる。その後、行政による市民活動支援セ
ンター開設に伴い、中間支援組織の市民活動団体
連絡会が発足すると「NPO が地域ごとに地域の
実情に応じてサービスしていく時代になりつつあ
る。何よりも NPO は主体性をもって行政と協働
できる。行政の部分に入り込んで、行政のお墨付
きを得て活躍する場がますます増えていく。」（39
号）と行政との協働への期待が伺えるが、「行政
職員の市民活動が安易に安い行政の下請けという
イメージを払拭し、パートナーシップの確立で本
来の協働のあり方を明確にし、実践できるように
することに、連絡会として取り組まなくてはなら
ない」（42 号）、「パートナーシップを獲得するた
めにはどうしたらいいか、対等の立場でない点を
どうしたら是正できるか、協働の問題点について
中身を明らかにし、その解決方法を見出せればと
知恵をあつめた。」（56 号）、「市民活動も行政と
同じく縦割りで団体同士の連携はまだ未成熟。中
間支援組織はそれらの困難の解決をすべく団体の
活動支援と活性化のために努力している。」（64
号）、「市民活動団体には企画段階での事業の共同
参画が少なく、委託契約の仕様書が確定してから
では、市民活動団体の持ち味を十分生かせない。
連絡会と地域協働課が接着剤になって NPO と行
政の情報共有を図り、共同の企画を一緒に考える
べき。」（69 号）と行政との関係の模索や市民自
身の課題など参加や協働の難しさに直面している
ことが伺える。
　議論の場を提供し、計画策定を牽引していた「ま
ちづくりフォーラム・ひの」だが、メンバーの退
会が続いたことなどもあり活動は徐々に低調とな
り 2014 年に休止に至った。
5.2 計画策定への参加市民の意識
　第１次環境基本計画策定には 109 名の市民が参
加したが、その内 5 年後の見直しに参加した市民
は 22 名、2 次計画までは 7 名、2 次計画の中間
検証まで参加した市民は 3 名しかいない。2 次計
画参加者は 43 名なので 1 次計画策定時のことを
知る市民は 6 分の 1 となり、参加市民が大きく入
れ替わっている（表 8）。そこで参加回数の異な
る市民 10 名に参加目的や評価についてアンケー
ト及びヒアリングを行った。
　全員が計画の推進体制や進行管理に問題意識を
持っているが、参加回数によりその意識に違いが
みられた。全ての計画に参加している市民は行政
との関わりも長く、行政の事情も理解した上で、
使命感や人との繋がりに意義を見出し「職員と話
をし、お互い理解し共感するようになった。結局
人間関係だと思う。」と述べる。2 次計画以降へ
の参加をやめた市民は「時間を使って議論したこ
とが、形にならない」「市民参加はいいように使
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われてきた。」の意見があった。2 次計画から参
加している市民は 1 次計画の課題を認識しながら
も計画への期待や情報を得られるなど意義を見出
し参加していた。アンケートやヒアリング対象者
は少ないが、前項での意見や計画への市民の関わ
りも踏まえみていくと、主に計画推進の監視役と
して関わる市民、行政に過大な期待を抱かずでき
る範囲で協働していく市民、計画推進を期待する
も叶わずやめていく市民に分かれる傾向がある。
計画に関わる市民は減るが、策定の度に少ないな
がらも期待や関心を抱き新たに参加する市民がお
り、少しずつ計画内容や体制は変化していくとみ
られる。
6．まとめと考察
6.1 市民参加の変容と課題
　日野市における市民参加によるまちづくりの変
容を探るため、1970 年代からの市民活動及び市
民参加により策定された環境基本計画の実態をみ
てきた。日野市の市民活動は市民参加の質を高め
る契機となった 4 つ活動があり、現在は ｢協働｣
が推進されている（3 節）。しかし計画策定では、
第 1 次計画から第 2 次計画において①策定方法に
おいて市民の主体性がやや失われ、②計画の位置
付けが低下し、③推進体制においても環境市民会
議が個別のグループの活動となり、さらに④横断
的計画から主に所管課の計画へと計画対象範囲も
狭まる傾向があった （4 節）。市民の計画策定や参
加に対する意識の変化は、当初は期待の大きかっ
た市民参加による計画策定だったが、実効性を実
感できないことや、参加者の入れ替わりもあり、
計画の変化に繋がったと考えられる。実効性を実
感できないと市民の計画や市民参加への関心は薄
れる。計画への関心の差が計画推進グループと活
動団体との関係性にも現れていた。そして関心が
薄れると市民参加は停滞し、後退する。「まちづ
くりフォーラム・ひの」も徐々に活動が低調となっ
ていった（5 節）。
　しかし計画策定への市民参加をきっかけに、行
政施策への市民意見反映の窓口は増え、今でも行
政との関係を模索しながら地道に活動を続ける市
民は存在する。またごみグループの活動には広が
りがみられたが、ごみグループの活動母体である
「まちの生ごみを考える会」は「まちづくりフォー
ラム・ひの」がごみゼロプラン推進のため行政
などと協力し発足した組織である。「まちづくり
フォーラム・ひの」は活動を休止したが、その成
果は「緑地管理ボランティアの会」なども含め様々
な市民の活動に繋がっている。
　計画策定への市民参加は今や当たり前となった
が、行政には常に参加への後退圧力があり、経済
性や効率性が優位になるとその手続きや合意形成
などの負担から、市民参加は敬遠され形だけとな
る。実効性が担保されない計画策定は形式的参加
だといわれるが、これは環境基本計画だけの問題
ではない。今でも実質的参加である実施レベルで
は行政による決定や関係者・権利者以外参加でき
ない計画や事業も多い。「市民参加」を行政の裁
量権に委ねることなく実質的なものとするために
制度化の必要性も常に言われるが、「市民参加」
の意味や意義を市民や行政が理解しないとその効
果は限られる。
　一方、行政は市民団体などを対象とした ｢公民
協働｣ を熱心に推進している。その最大の目的は
財政がひっ迫する中、市民活動団体による行政
サービス代替があり、そのため団体の取り込みも
表 8　計画参加人数
 
表 8 計画参加人数 
参加計画 人数
①②③④ 3
①②③ 4
①② 15
①③④ 1
②③④ 1
③④ 9
①：1次計画(1999年)
②：1次計画見直し（2005年）
③：2次計画（2011年）
④：2次計画中間評価（2016年）
＊1回だけの参加者は除く
＊筆者作成
で団体同士の連携はまだ未成熟。中間支援組織はそれらの困難の解決をすべく団体の活動
支援と活性化のために努力している。」（64 号）、「市民活動団体には企画段階での事業の共
同参画が少なく、委託契約の仕様書が確定してからでは、市民活動団体の持ち味を十分生
かせない。連絡会と地域協働課が接着剤になって NPO と行政の情報共有を図り、共同の企
画を一緒に考えるべき。」（69 号）と行政との関係の模索や市民自身の課題など参加や協働
の難しさに直面していることが伺える。 
議論の場を提供し、計画策定を牽引していた「まちづくりフォーラム・ひの」だが、メ
ンバーの退会が続いたことなどもあり活動は徐々に低調となり 2014 年に休止に至った。 
5.2 計画策定への参加市民の意識 
第１次環境基本計画策定には 109 名の市民が参加したが、その
内 5 年後の見直しに参加した市民は 22 名、2 次計画までは 7 名、
2 次計画の中間検証まで参加した市民は 3 名しかいない。2 次計画
参加者は 43 名なので 1 次計画策定時のことを知る市民は 6 分の 1
となり、参加市民が大きく入れ替わっている（表 8）。そこで参加
回数の異なる市民 10 名に参加目的や評価についてアンケート及
びヒアリングを行った。  
全員が計画の推進体制や進行管理に問題意識を持っているが、参加回数によりその意識
に違いがみられた。全ての計画に参加している市民は行政との関わりも長く、行政の事情
も理解した上で、使命感や人との繋がりに意義を見出し「職員と話をし、お互い理解し共
感するようになった。結局人間関係だと思う。」と述べる。2 次計画以降への参加をやめた
市民は「時間を使って議論したことが、形にならない」「市民参加はいいよう 使われてき
た。」の意見があった。2 次計画から参加している市民は 1 次計画の課題を認識しながらも
計画への期待や情報を得られるなど意義を見出し参加していた。アンケートやヒアリング
対象者は少ないが、前項での意見や計画への市民の関わりも踏まえみていくと、主に計画
推進の監視役として関わる市民、行政に過大な期待を抱かずできる範囲で協働していく市
①：1 次計画（1999年）
②：1 次計画見直し（2005年）
③：2 次計画（2011年）
④： 次計画中間評価（2016年）
＊ けの参加者は除く
＊筆
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みられる。しかし「市民参加」や「協働」の先に「市
民自治」という目標がなければ、経済性や効率性
が優先されるなか、市民活動団体は行政に利用さ
れるだけとなり自立や実質的参加が遠のく可能性
もある 25）。「市民参加」への関心が薄れ、その後
退が懸念されるが「参加」や「協働」における課
題を認識し、改めて「市民参加」について議論の
場が必要ではないかと考える。
6.2 環境基本計画推進における課題
　環境基本計画は実効性の課題、参加する市民や
職員の入れ替わりに伴う計画に対する認識の違い
があり、第 1 次計画から第 2 次計画において変化
が見られた。2015 年に第 2 次計画の市民による
中間検証が実施されたが、「目標の達成度合いに
ついて、評価方法が明確でない」「「第 2 次計画」
と関連する各種計画との関係性を整理する必要が
ある」「大切であれば、予算がつくようもってい
くべき」など推進や進行管理の課題が指摘された。
そこで計画の推進に影響している 2 つの要因に
ついて考えてみたい。1 つは計画に対する市民と
行政の認識の齟齬についてである。行政は環境基
本計画を「市民に身近な計画」としたがその理由
は、「市民の行動計画」としての位置付けもあった。
第 1 次計画策定時は、計画の重みづけをしたこと
などから担当者レベルでは計画の実効性への期待
があった。しかしながら実態はリソースである人、
予算、権限などは強化されず、縦割りの根強い組
織において他課の施策にまで口出しすることは難
しい。そのため環境マネジメントシステムを導入
し計画の推進を図ろうとしたが思うような成果を
得られなかった 26）。さらに分権化が進んだとはい
え、未だ自治体だけでは実施できない施策も多い。
次第に環境基本計画は行政が責任を持ちマネジメ
ントする「行政計画」というより、「市民の行動」
に重きが置かれるようになっていった 27）。市民・
事業者・市の行動を示す配慮指針も、第 2 次計画
では市民と事業者のみが示されている。さらに計
画にあまり関心がなく推進会議にも参加していな
い市民活動団体の緑地管理などの多様な環境保全
活動は、結果的に計画推進に繋がっている。その
ことも所管課の計画推進意識の低下となっている
可能性もある。2 次計画から参加した市民は「行
政計画」に拘るが、行政と市民の計画に対する齟
齬は意識されず、むしろ曖昧なまま策定される。
計画の実効性を実感できない市民は、行政が本来
取り組むべき「踏み込んだ施策」をやっていない
という印象を抱くことになる28）。計画の曖昧さは、
計画の信頼の低下となり、市民活動団体の計画へ
の関わりの差を生むことになる。
　2 つ目は環境基本計画と個別計画との関係につ
いてである。環境基本計画策定後、まちづくりマ
スタープラン、みどり、ごみなど政策分野毎の個
別計画の多くが市民参加でつくられ、各課で環境
基本計画を具体化したような計画が策定された。
このことが環境基本計画自体の推進に影響を与え
たと考えられることである 29）。日野市の環境基本
計画は、所管課を超え課題へ対応することが期待
されたが、推進グループはそれぞれ所管課と協議
することになっており、ごみグループは既に個別
計画を推進している。第 2 次環境基本計画の中間
検証でも「ごみゼロプランでしっかり考えていく」
という発言があった 30）。このことからも環境基本
計画のあり方も見直す必要があるのではないかと
考えられる。
6.3 環境基本計画のあり方
　現在の環境基本計画はその推進において課題が
あることが明らかとなった。その課題解決のため
に、参考となるのが比較的組織的な取り組みのあ
るごみグループの「ごみゼロプラン」の推進であ
る。所管課との密な協議により、具体的内容の個
別計画を推進することで環境基本計画の実効性も
高めることとなる。その場合の環境基本計画は羅
針盤的役割を担い、個別計画策定時に環境基本計
画との整合を行う。そして環境白書は活動全体の
把握や計画の進捗の可視化ツールとする。現状で
は計画の枠組みも所管課による管理しやすさのた
めに絞られる傾向があるが、むしろ第 1 次環境基
本計画策定時の目的を評価し、環境の概念を広げ、
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長期的目標をもった持続可能な地域づくりを目指
した計画として見直していく方法もあるのではな
いかと考える 31）。
注
1） 高橋秀行（1999，2000a，2000b）、熊澤輝一・
原科幸彦（2005）、早川淳（2000）などの日野
の第 1 次環境基本計画に関する研究がある。
2） 1993 年に「市民参加に関する指導要綱」は制定
されている。
3） 日野市議会において「公民」の定義で紛糾し、現
時点では公民協働条例も自治基本条例も制定の動
きはない。日野市発行の ｢あなたとつくる日野 
公民協働事例集｣（2012 年）によると、日野市
による「公民」の定義は「自覚と責任をもちまち
づくりに携わる市民」で「公のことを考える市民」
だとする。
4） 第 3 次基本構想対案として、市民約 80 人が福祉、
環境、農業、教育などを対象とした総合的マスター
プランを作成した。トヨタ財団の 1992 年度市民
活動助成を得て行われた。成果を 1993 年 7 月に
日野市に提案したが、総合計画に反映させられる
ことはなかった。1995 年、『市民版日野・まち
づくりマスタープラン - 市民がつくったまちづく
り基本計画』として発行され、活動は平成 10 年
度環境庁発行『環境白書』にも紹介された。
5） 策定に参加した市民有志により発足した日野市環
境基本計画市民連絡会発行の「日野市環境基本計
画策定活動の歩み－市民参加の新しい試みと成
果」（2001）及び高橋秀行（1999，2000a）、熊
澤輝一・原科幸彦（2005）、早川淳（2000）な
どによる。
6） 質的データ分析セグメント化については、佐藤郁
哉『質的データ分析法 原理・方法・実践』新曜
社 ,pp45-58,2008. を参照。
7） 『市民版日野・まちづくりマスタープラン - 市民
がつくったまちづくり基本計画』は重版を重ね
2500 部発行された。
8） 奥田（1980）は、大都市周辺部に見られる住民
運動を都市型住民運動として、その特徴に、住＝
生活環境問題の争点に特徴づけられること、身
近な日常生活を含め環境問題一般に鋭敏な反応を
示す周辺部住民は、政治的には、「革新」指向が
あることなど否定できないとしている。日野市も
1973 年に革新系の森田市長が誕生した。都内 9
番目であったが、1997 年まで 6 期務め都内で最
も在任が長かった。
9） 市民環境科学を提唱する小倉紀雄氏が市民の水質
調査を専門家として支援していた。
10） 市民活動の自立と発展を目指し議員立法で成立し
たが、背景には高齢社会における国の社会保障費
削減のため自助、共助の推進もあった。
11） 各団体のイベント日の調整と連絡会的組織の必
要性から緑と清流課の呼び掛けもあり発足した。
12 団体が参加している（2014 年現在）。
12） 日野市の「市民活動団体（NPO）と市との協働
のための指針」（2007 年発行）によると「市民
団体と行政との「協働」とは、お互いの特性を活
かし、共通の目標達成のために、対等のパートナー
であることを認め合いながら活動すること」とし
ている。
13） 「協働」推進の背景には、国の財政支出削減を目
的とした地方分権化の流れなどもあり、そのため
自治体の財政支出削減目的もある。
14） 計画策定をリードした市民グループＫ氏は、条例
の直接請求に対し「行政・議会の厳しい反応と出
会うたびに、私たちはこの直接請求は『直訴』で
はなく『市民の参加の試み』であることを知らせ
る機会と捉え粘り強く訴えていった。」（日野市環
境基本計画市民連絡会 ,2001 より）
15）  地球環境問題への関心の高まりやまちづくりに対
する閉塞的状況もあり、日野・生活者ネットワー
クと関連団体が活動方針として環境基本条例づく
りを目標に掲げ、同組織の関連組織の協力を得て
市民案づくりを始めた。市民参加を掲げていた革
新系市長だったが、直接請求に対し「時期尚早」
と意見を付し議会に提案。議会は野党の保守系議
員が多数を占めていたこともあり、最終的には市
民案を修正する形で 1995 年に条例を可決した。
（高橋，1999 より）
16）  2017 年 1 月現在、センター長 1 名（大学名誉教
授）、環境保全課職員 1 名、非常勤職員 5 名の体制。
非常勤職員は担当部署の定年退職者や市民。活動
団体、事業者、行政参加の運営会議を定期的に開
催している。基本的に行政の下部組織としての位
置付けとなる。
17）  2004 年 12 月の見直しに際して行われた講演会
から。課題として、余りにも詳細すぎる（総花的）
内容、環境配慮指針が環境配慮行動のメニュー集
にとどまっているなども挙げた。
18） 「環境基本計画だけでは駄目だから、みどりの基
本計画で網をかぶせようと “ みどりと水の市民
塾 ” へ緑分科会の人たちは入ったんです。でも、
緑の基本計画だけでも力が弱い。ゾーン化はでき
るけれど、網をかぶせることはできない。それで
都市マスに入って、一定の保全地域を定めてい
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く。」（日野市環境基本計画市民連絡会 ,2001 より）
19）  継続した市民はみどりの基本計画策定の “ みどり
と水の市民塾 ”37 名のうち環境基本計画に関わっ
たメンバーは 8 名。その後の第 4 次基本構想は
145 名のうち 30 名が環境基本計画にも関わって
いる。
20） 「くらし」を設けたのは、暮らしを変えなければ
環境は変わらないという強い意志があった。（日
野市環境基本計画市民連絡会 ,2001 より）
21）  基本構想ひのいいプラン 2010 の市民行動計画に
よる「ごみゼロプロジェクト」の取り組みでもあ
る。
22）  長野浩子，2016「非農家市民による都市農地に
おける活動とまちづくりに関する研究」日本建築
学会論文集，第 81 巻 第 725 号 pp1531-1536，
2016 年 7 月より
23）  「市にはたくさんの環境に携っている団体がある
が、これらの団体に環境基本計画の存在感はない。
活動の指針、目標とはなっておらず、各団体独自
の考えで活動をしている。即ち、日野市環境基本
計画とは名ばかりで、市全体の活動を束ねる計画
になってはいない。環境市民会議も本来は民間団
体が参加して構成され、その総意から運営される
べきものだったのだろうが、実態は一団体にすぎ
ない。」（2009.1.25 水分科会議事録より）とあり、
既に 1 次計画から団体間に関わりの差がみられ
た。
24）  「まちづくりフォーラム・ひの」の活動内容は①
まちづくり交差点の開催、②緑地管理ボランティ
ア、③緑地 ･ 農地保全のための支援、④ まち歩き、
⑤まちの生ごみを考える会の支援、⑥環境市民会
議、⑦浅川流域市民フォーラム に参加、⑧情報
発信活動（2015 年日野市環境白書より）。会誌
は 100 部ほど印刷し、会員に配布したり環境情
報センターに置かれていた。会員は多いときには
50 人ほどいた。
25）  篠原は「市民参加」は常に「行政的包絡」の危険
性がつきまとう」と述べた。（篠原，1977）
26）  所管課では ISO14001 を採用することで庁内に
おいて環境意識を高め、計画の推進につなげよう
とした。ゴミなどの削減には繋がったが、計画の
推進には繋がらなかった。（元担当者へのヒアリ
ング 2014/6/7 より）
27）  環境基本計画は実行に行政が一義的な責任をも
つ「行政計画」か市民も責任をもつ「社会計
画」的な性格を有するものがあるとする。（中口，
2014）
28）  「私たち市民はもう何年もこの環境基本計画に関
わる活度を続けていて、農地を残そう、緑を次の
世代に、というりっぱなスローガンをいくら作っ
ても、その心臓部である「仕組み」を作っていか
なければ実効力の伴うものにならないということ
がわかってきました。そのような踏み込んだ施
策がない限り、この減少に歯止めがかからないで
しょう」（2014 年度日野市環境白書 より）
29）  打越は環境基本計画はじめ政策分野別基本計画は
既存の所管体系を超え、新たな政策体系を構築し
ようとする計画だが、実施を目的とした個別計画
と異なり具体性のない場合があるとする ( 打越，
2004).
30） 2 次計画中間検証でごみグループより「細かなと
ころはごみゼロプランでしっかり考えていくの
で、ここで重点施策にするかどうかの順位づけを
するのは意味がない。」（日野市，2016））とあった。
31）  中口（2014）は、環境基本計画が総合計画の枠
を超え、50 年後、100 年後の長期的将来像・長
期的目標を持つことは意味のあることだとして、
「環境自治体」の従来の定義〈エコアクション〉
〈エコマネジメント〉〈エコガバナンス〉に加え、
「持続可能な自治体」の新たな 3 つの条件として、
①地域資源などを “ 残して活かす ”、②モノ・サー
ビス・人材などを “ つないで新たに生み出す ”、
③地域資源の価値などを “ 学んで助け合う ” を追
加した。
参考・引用文献
秋山道雄・藤田芽紅，2014「環境計画の構想と実践 -
彦根市環境計画の政策評価から」政策科学 21-3.
打越綾子，2004『自治体における企画と調整　事業
部局と政策分野別基本計画』日本評論社
奥田道大，1980『大都市の再生』有斐閣．
小倉紀雄，2003『市民環境科学への招待 水環境を守
るために』裳華房．
佐藤郁哉，2008『質的データ分析法 原理・方法・実践』
新曜社 .
篠原一，1977『市民参加』岩波書店
高橋秀行，1999「環境基本条例の直接請求から環境
基本計画の「素案づくり」への市民参加へ（東京
都日野市）」,『地域政策と自治』公人社．
高橋秀行，2000a『市民主体の環境政策 上』公人社．
高橋秀行，2000b『市民主体の環境政策 下』公人社．
熊澤輝一・原科幸彦，2005「計画に議会が関与する
ことの効果と課題」,『市民参加と合意形成 - 都
市と環境の計画づくり』学芸出版，pp195-222．
中口毅博，2014「自治体環境計画の新たな視点に基
づく計画の特徴の分析」日本都市計画学会都市計
画報告集 No13，2014 年 8 月．
早川淳，2000「市民主導の計画づくり - 日野市環境
109
市民参加のまちづくりの変容に関する研究
長野　浩子（ナガノ・ヒロコ）
法政大学エコ地域デザイン研究センター
（2017 年 9 月 14 日受理）
基本計画の制定過程」, 寄本勝美編著『公共を支
える民』コモンズ ,pp.40-62.
平岡俊一，2014「環境パートナーシップ組織の今日
的意義と停滞化」人間と環境 40 巻 2 号．
松下圭一，1971『現代に生きる 6　市民参加』東洋
経済新報社．
浅川勉強会，1999『井戸ノート－地下水の眼をのぞく』
日野・まちづくりマスタープランを創る会 ,「市民版
日野・まちづくりマスタープラン－市民がつくっ
たまちづくり基本計画」1995 年 4 月．
日野市環境基本計画市民連絡会，2001「日野市環境
基本計画策定活動の歩み－市民参加の新しい試み
と成果」．
日野の自然を守る会『日野の自然』第 1 号（1972 年
8 月）～第 524 号（2016 年 3 月）
日野市消費者運動連絡会，1998『水汚染から考える
～浅川・豊田用水の水質調査の 10 年』
日野史談会、『日野の歴史と文化』第 1 号（1968）～
第 50 号（2000）
まちづくりフォーラム・ひの『湧水』第 1 号（1996
年 12 月）～第 100 号（2014 年 3 月）
日野市，1999「日野市環境基本計画」
日野市，2011「第 2 次日野市環境基本計画」
日野市，2016「第 2 次日野市環境基本計画中間検証
報告書」
日野市環境情報センター，「日野市環境白書」2011
年度～ 2015 年度
